別紙様式1
	競争参加資格確認申請書
令和　　年　　月　　日

　　分任支出負担行為担当官
　　　北信森林管理署長　屋敷　昌司　殿

住　　　所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
令和８年６月25日付けで公告のあった北信森林管理署戸隠森林事務所改修設計図書作成業務に係る競争参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。
　なお、予算決算及び会計令(昭和22年勅令第165号)第70条及び第71条の規定に該当する者でないこと及び添付書類内容については事実と相違ないことを誓約します。

記
１．入札説明書６（３）アに定める業務実績を記載した書面（別紙様式２）
２．入札説明書６（３）イに定める配置予定の技術者の経験を記載した書面（別紙様式３）
３．入札説明書６（３）ウに定める契約書の写し［契約書の提出の写しを求める場合のみ］
以上　


注　持参する場合は、押印してください。

別紙様式２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４版）

同種業務の実績

（業務名：北信森林管理署戸隠森林事務所改修設計図書作成業務）

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	業
務
名
称
等
	業務名称
	

	
	発注機関名
	

	
	履行場所
	（　都道府県名　：　市町村名　）

	
	契約金額
	
	業務成績

評定点
	

	
	履行期間
	　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	業
務
概
要
等
	業務の内容
	用　　　途：
構造・階数：
延べ床面積：
建築、電気、機械設備基本・実施設計一式
敷地調査、地質調査、工事費積算、法令に基づく各種申請書及び届出業務一式

	
	規　　　模
	

	
	業務の履行条件
	管理技術者は２級建築士以上

	
	その他
	

	備考
	ＴＥＣＲＩＳ

登録の有無
	有　　　　（TECRIS登録番号）　　　　無

（　　　　　　　　）



注1 必ず公告において明示した資格が確認できる内容を記載すること。

注2 TECRIS登録を「有」とした場合は、TECRIS登録番号を記載するとともにカルテの写しを添付すること。ただし公告において明示した資格がTECRISで確認できない場合は契約書等の写しを添付すること。

注3 TECRIS登録を「無」とした場合は、当該業務の契約書等の写しを添付すること。

注4 記載する業務が森林管理局長等の発注した業務である場合にあっては、当該工事に係る業務成績評定点通知書等の評定点合計を証明する書類を添付すること。（60点未満のものは実績として認めない。）
別紙様式３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４版）
配置予定技術者等の資格・業務経験

（業務名：南信森林管理署諏訪南森林事務所建築設計業務）
会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	従事役職
	主任技術者

	氏　　名
	
	生年月日
	

	最終学歴
	学校名　　　　　　　　　学科名　　　　　　　　　　　　年卒業

	法令による資格･免許
	級建築士　　　　　　　　　年　　月取得（登録番号：　　　　　　　）

	
	級建築施工管理技士　　　　年　　月取得（登録番号：　　　　　　　）

	
	　　　　　年　　月取得（登録番号：　　　　　　　）

	業
務
経
験
の
概
要
	業務名称
	

	
	発注機関名
	

	
	履行場所
	（　都道府県名　：　市町村名　）

	
	契約金額
	
	業務成績評定点
	

	
	履行期間
	　　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	
	従事役職
	

	
	受注形態
	単体　／　ＪＶ（出資比率）

	
	業務内容
	同種工事が確認できる内容を記載すること。

	
	TECRIS登録の有無
	有　（TECRIS登録番号）　　無

（　　　　　　　　）


注1 必ず公告において明示した資格が確認できる内容を記載すること。

注2 TECRIS登録を「有」とした場合は、TECRIS登録番号を記載するとともにカルテの写しを添付すること。ただし公告において明示した資格がTECRISで確認できない場合は契約書及び設計図書等当該業務に従事したことが判断できる書類の写しを添付すること。

注3 TECRIS登録を「無」とした場合は、当該業務の契約書及び施工計画書等当該業務に従事したことが判断できる書類の写しを添付すること。

注4 従事した工事１件を記載すること。また、複数の技術者を登録する場合は、本様式を複写し、登録人数分作成すること。

注5 直接的かつ恒常的な雇用関係（３か月以上）が判断できる、健康保険被保険者証等の雇用関係が明確に判断できる書類の写しを添付すること。

注6 資格･免許等の確認できる書類の写しを添付すること。

注7 業務成績評定については、「同種業務の実施実績」に同じとする。
